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4.1 2000 年まで 
4.2 2000 年～2010 年頃 




5.1 考察 1:「知識の吸収能力」を獲得するための成功要因 

















が背景に存在する。実態として 1990 年代は NTT や日立、NEC などで中央研究所の人
員削減が進んだ（山口,2006）。2000 年代に入ると、ソニーも中央研究所を閉鎖してい
















1 日本経済新聞「武田薬品、湘南の研究員を 3 分の 1 程度に」
https://www.nikkei.com/article/DGXLASDZ14H2U_U7A110C1TJC000/ （閲覧：2019
年 12 月 5 日） 




3 日立製作所 2015 年 2 月 27 日付 ニュースリリース「顧客起点型のグローバルな研究開
発体制を確立」https://www.hitachi.co.jp/rd/news/2015/0227.html （閲覧日：2019 年




































































戦の戦後復興の中で、1950 年代後半から 1960 年代にかけて、多くの企業が中央研究
所を持つようになる（久保田,2016）。その目的は産業復興であり、多くの企業が欧米
企業に対する技術的なキャッチアップに注力した。その後、1970 年代には長期的な視
野にたった研究開発を行う組織として再定義され、1980 年代には DRAM などの半導
体分野で世界の覇権を握ることとなる（山口,2006）。米国における中央研究所の発展
の経緯とは異なるが、国内企業の中央研究所も盛衰があったという点では共通であ


















































































































































特集号について確認を行っている。インタビューについては、2019 年 9 月 25 日に同
社中央研究所企画室より、谷崎正明様、青木秀貴様にご対応をいただき、主として筆
者からの質問にご回答いただく形で 1 時間程度の調査を行った。 
4.1  2000 年まで 
日立の中央研究所は、2011 年に大きな組織変更を行うまで 6 つの研究所で編成され
てきた。1934 年には「日立研究所」が設立され、続いて 1942 年に国分寺市に「中央研
究所」が設立されている。「日立研究所」は工場に直結した研究を主体に行っていたの










し、2011 年に組織変更を行うまでは、長らく 6 研究所体制を取ってきた。 
中央研究所の黄金期とも呼べるのがトランジスタに関する研究であり、1970-80 年代
の半導体黄金期へとつながっていく。1970-80年代の半導体産業を牽引したのが DRAM
である。日立では、「中央研究所」がこの DRAM の研究を担当した。1972 年に始まっ
た DRAM の研究・開発においては「中央研究所」が要素技術の研究を担当し、半導体
事業側が製品設計や、プロセス技術開発、及びその事業化を進める体制で進められた。
研究開発から 10 年近くが経過した 1980 年に市場投入された 64k ビット DRAM は、
 
5 日立評論 https://www.hitachihyoron.com/jp/ 
6 日立評論 1962 年 別冊論文集号 「日立製作所中央研究所の歴史と概要」
https://www.hitachihyoron.com/jp/pdf/1962/exc/1962_exc_00_gaiyo.pdf （閲覧日：

































7 日立評論 2002 年 1 月 2002 年度日立技術の展望 「2002 年を迎えて」
https://www.hitachihyoron.com/jp/archive/2000s/2002/01.html （閲覧日：2019 年 12
月 12 日） 
8 日立評論 2003 年 1 月 2003 年度日立技術の展望 「技術革新を駆動力に，次世代の価
値を創造する日立グループに」 
https://www.hitachihyoron.com/jp/archive/2000s/2003/01.html（閲覧日：2019 年 12 月
12 日） 
9 日立評論 2004 年 1 月 2004 年度日立技術の展望 「2004 年を迎えて」 












4.3  2011 年～現在 
2011 年以降、日立の中央研究所を取り巻く環境はより劇的に変化を遂げていく。 













10 日立製作所 アニュアルレポート 2007 




13 日立製作所 2011 年 1 月 17 日付 ニュースリリース「社会イノベーション事業のグロ
ーバルな成⻑に向け研究開発体制を刷新」
https://www.hitachi.co.jp/New/cnews/month/2011/01/0117d.html （閲覧日：2019 年 12




















































4.5  協創による事例 
協創への取り組みは成果をあげているか。同社の発表によれば、2015 年の組織変化
の前後で、顧客と議論した案件数は 2 倍以上となり、顧客と協創したプロトタイプの














15 日立製作所 2016 年 6 月 28 日付 「2016 研究開発戦略」 
http://www.hitachi.co.jp/IR/library/presentation/160628/160628.pdf （閲覧日：2019
年 12 月 18 日） 
16 日立製作所 2018 年 2 月 21 日付 開発ストーリー「新概念の半導体コンピュータで現
代社会の最適化をめざす」
https://www.hitachi.co.jp/rd/portal/contents/story/cmos_annealing/index.html （閲覧
日：2019 年 12 月 17 日） 
17 日立製作所 2018 年 7 月 13 日付 開発ストーリー「異分野同士の協力で、CMOS ア
ニーリングマシンを開発」
https://www.hitachi.co.jp/rd/portal/contents/story/cmos_annealing2/index.html （閲覧
日：2019 年 12 月 17 日） 
 14 
半導体回路学会で発表されると大きく注目を集め、2018 年 9 月には CMOS アニーリン
グマシンを利用したクラウド型計算サービス (18)を無償で公開した。この取り組みには
2 つのねらいがあった。 
1 つは CMOS アニーリングマシンを利用したアプリケーションの開発を外部と協創
していくことにより、その実用化を促進していく狙いだ。Web サイト上では、CMOS
アニーリングマシンに関する原理や、現在の検討状況について情報が公開されている































18 Annealing Cloud Web https://annealing-cloud.com/index.html 
19 日立製作所 イベント「2019 年度 日立製作所×さくらインターネット CMOS アニー
リングマシンワークショップ開催」 https://www.hitachi.co.jp/rd/event/2019/cmos-





















く異なっている。2002 年は社長のメッセージとして、2003 年は技術戦略として、2006 年
には「協創」という言葉を用いた全社戦略として、外部との連携強化が積極的に発信され、

















































































図 3 過去 10 年間に J-Global に掲載された文献数の推移 







年 1 月 6 日） 
21 J-Global https://jglobal.jst.go.jp/ 
22 J-Global の文献検索より、同社の研究開発組織に所属する研究者が著者として参画し
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